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1．はじめに 

鳥取県では，県内に位置する約 1000 基のため池のうち 308 基が防災重点農業用ため池

に指定されており，近年，ため池における防災への意識が高まりつつある．しかし，石井

ら（2019）や御手洗（2019）は，ため池管理の粗放化や将来の管理体制への不安を指摘し

ており，この課題は本県にも共通していると考えられる．ため池の管理対策を講じるには，

現状の管理実態を把握することが急務である．本研究では，鳥取県におけるため池の管理

実態を把握するとともに，積極的な管理が実施されているため池の特徴をため池の属性や

管理状況の関係から明らかにした． 

2．調査方法 

調査対象池は鳥取県内の 30 基の防災重点農業用ため池である．ため池を管理している

個人もしくは組織の代表者である計 16 名に対して，対面形式でヒアリングを実施した．質

問形式は A「自由回答」型および B「二項選択」型の 2 種類である．分析に使用するデー

タは管理組織の属性や管理形態に関する 24 項目（Table 1）の質問に加え，ため池台帳から

引用したため池本体の属性に関する 3 項目（堤高，堤長，貯水量）から成る 27 項目であ

る．データの類型化には，ため池本体の属性に関する 3 項目と A の 9 項目を用い，主成分

分析および階層クラスター分析を行った．管理の積極性とそれに大きく影響を与える項目

の把握には，27 項目すべてを用い，重回帰分析を行った．重回帰分析の目的変数は農林水

産省およびため池保有数上位 10 県が公開しているため池管理マニュアルを参考に，A お

よび B から 17 項目を抽出し，得点化（17 点満点）したものを用いた．また，残りの 10 項

目を説明変数として用い，そのうち 5 項目は多重共線性を排除するために除外した． 

3．結果および考察 

3.1 ため池の類型化 

 主成分分析の結果，12 変数から成る数量データは 3 変数に集約され，累積寄与率は 76.7%

であった．この 3 変数を用いて，階層クラスター分析を行い，4 つの類型を得た．類型①

には 20 基のため池が分類され，ため池の規模が小さく，個人・自治会管理が多い．また，

落水頻度や移動時間の値がとくに小さい傾向にあった．類型②に分類された 8 基すべての

ため池は土地改良区によって管理されており，受益戸数，受益面積，管理者の人数が非常

に大きな値を示した．類型③は 1 基から成り，平均年齢が最も低く，草刈り回数において
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最も高い値を示した．類型④は 1 基から成り，類型②の要素を備えつつ，貯水量や堤長な

どため池の規模において非常に大きな値を示した． 

3.2 重回帰分析 

 重回帰分析の結果，各項目の係数は移動時間および堤長が高い値を示した．この 2 項目

は多重共線性を排除するために除外した受益面積や管理者人数などのため池や管理組織の

規模に関する 5 項目が集約されたものである．ただし，重回帰分析の重決定係数 R2 は 0.41

と小さかった．このような結果になった原因を各ため池の得点から分析によって得られた

推定点を差し引いた値（以下，残差）から考察した． 

類型①に該当するため池の残差の範囲は 7.31 と広く，絶対値平均は 1.58 となり，ため

池管理の傾向が異なることが分かった．類型①の残差が 1.00 以上のため池は，水利費の徴

収や洪水吐きの定期的な清掃が共通していた．加えて，ほとんどのため池が前後 5 年以内

に改修済，もしくは改修予定であった．これらより残差 1.00 以上のため池では，他のため

池よりも管理している個人または組織の管理意欲が高い傾向があるといえる．一方，残差

が-1.00 以上のため池は，多目的利用がなく，貯水量が小さいことが共通していた．さらに，

近々廃止が予定されているため池が含まれることや，稲作よりも畑作の方が積極的に実施

されている地域もあった．これらより，残差-1.00 以上のため池はため池の依存度が小さい

傾向にあり，他のため池と比較して管理が消極的であると評価された．上記要素が説明変

数に含まれていなかったことが原因で，残差が大きくなったと考えられる．類型②～④に

該当するため池では，残差が比較的小さく，絶対値平均は 0.67 となった．土地改良区によ

って管理されているため池は残差の絶対値平均が 0.68 と比較的小さく，おおむね推定通り

となっていた．また，得点の高いため池のほとんどが個人や自治会，集落が管理者であり，

残差が正の値となる傾向があった．以上のことから，持続可能なため池管理を提案するた

めには，改修工事の有無を含めたため池の状態などの情報を追加し，小規模組織において

も積極的な維持管理が可能となる要因を明らかにすることが重要である． 
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10年間での渇水 貯水量の不安(渇水,増水など) 水利費
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